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資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 484,711,028

前払費用 2,169,468

未収収益 22,412

未収入金 765,022

立替金 13,415

賞与引当金見返　（注） 33,715,823

流動資産合計 521,397,168

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 5,285,598,522

　減価償却累計額 △ 3,597,040,974 1,688,557,548

構築物 398,613,708

　減価償却累計額 △ 205,045,190 193,568,518

機械装置 27,600,000

　減価償却累計額 △ 25,943,998 1,656,002

車両運搬具 6,566,969

　減価償却累計額 △ 1,071,850 5,495,119

工具器具備品 313,582,436

　減価償却累計額 △ 213,483,127 100,099,309

土地 2,975,415,000

建設仮勘定 1,636,800

有形固定資産合計 4,966,428,296

２　無形固定資産

ソフトウェア 50,600,776

電話加入権 761,250

無形固定資産合計 51,362,026

３　投資その他の資産

預託金 217,680

長期前払費用 1,622,500

退職給付引当金見返　（注） 75,698,565

投資その他の資産合計 77,538,745

固定資産合計 5,095,329,067

資産合計 5,616,726,235

貸借対照表
（令和６年３月３１日現在）

単位：円
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負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 137,461,791

未払費用 45,125,407

前受金 7,963,150

預り金 5,024,475

短期リース債務 27,700,236

引当金

　賞与引当金 33,715,823

流動負債合計 256,990,882

Ⅱ　固定負債

資産見返負債　（注）

　資産見返運営費交付金　（注） 531,204,151

　資産見返寄付金　（注） 2,609,052

　資産見返物品受贈額　（注） 271,110

1,636,800 535,721,113

長期リース債務 74,625,767

引当金

　退職給付引当金 75,698,565

固定負債合計 686,045,445

負債合計 943,036,327

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 3,891,142,010

資本金合計 3,891,142,010

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 3,816,005,952

その他行政コスト累計額　（注） △ 3,298,272,148

　減価償却相当累計額　（注） △ 3,268,708,048

　除売却差額相当累計額　（注） △ 29,564,100

資本剰余金合計 517,733,804

Ⅲ　利益剰余金

積立金 134,046,408

当期未処分利益 130,767,686

　（うち当期総利益) (130,767,686)

利益剰余金合計 264,814,094

純資産合計 4,673,689,908

　負債・純資産合計 5,616,726,235

　（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

　建設仮勘定見返運営費交付金（注）
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経常費用

教育研修事業費

職員給与 172,746,869

賞与引当金繰入 15,370,994

職員退職手当 158,996

退職給付費用 8,457,524

法定福利費 28,738,678

賃金 58,957,218

諸謝金 31,505,300

旅費 25,001,297

備品・消耗品費 10,370,069

光熱給水費 6,502,258

通信運搬費 31,895,674

印刷製本費 6,477,096

借料損料 37,025,305

支払手数料 611,777

外部委託費 78,583,527

保守・修繕費 115,300,974

事務委託費 38,026,855

事業委託費 74,118,953

調査研究費 39,128,994

土地建物借料 12,236,856

減価償却費 53,229,936

その他教育研修事業費 2,097,201 846,542,351

一般管理費

役員給与 31,805,636

職員給与 126,797,135

賞与引当金繰入 18,344,829

退職給付費用 2,470,658

法定福利費 24,085,538

賃金 61,481,453

福利厚生費 2,111,740

旅費 5,083,034

備品・消耗品費 20,908,651

光熱給水費 29,947,163

通信運搬費 15,653,927

保険料 1,529,936

借料損料 2,049,607

外部委託費 11,632,287

事務委託費 16,602,551

支払手数料 5,974,757

保守・修繕費 33,422,657

減価償却費 28,991,787

その他一般管理費 5,369,326 444,262,672

雑損 12,151,168

経常費用合計 . 1,302,956,191

損益計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

単位：円
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経常収益

運営費交付金収益　（注） 1,203,720,510

施設費収益　（注） 64,901,833

施設運営収入

宿泊料収入 31,114,000

建物貸付料収入 2,624,755

雑収入 2,002,845 35,741,600

教育研修事業収入

受験手数料 27,161,000

交付手数料 31,600 27,192,600

資産見返負債戻入　（注）

36,350

102,698

57,379,257 57,518,305

引当金見返に係る収益　（注）

33,715,823

10,928,182 44,644,005

財務収益

受取利息 5,024 5,024

経常収益合計 1,433,723,877

経常利益 130,767,686

臨時損失

固定資産除却損 7,368,414

臨時損失合計 7,368,414

臨時利益

資産見返物品受贈額戻入　（注） 46,873

資産見返運営費交付金戻入　（注） 7,321,541

臨時利益合計 7,368,414

当期純利益 130,767,686

当期総利益 130,767,686

　（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

資産見返運営費交付金戻入　（注）

賞与引当金見返に係る収益　（注）

退職給付引当金見返に係る収益　（注）

資産見返寄付金戻入　（注）

資産見返物品受贈額戻入　（注）
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Ⅰ 損益計算書上の費用

教育研修事業費 846,542,351

一般管理費 444,262,672

雑損 12,151,168

臨時損失 7,368,414

損益計算書上の費用合計 1,310,324,605

Ⅱ　その他行政コスト　（注）

減価償却相当額　（注） 138,169,050

その他行政コスト合計 138,169,050

Ⅲ　行政コスト 1,448,493,655

　（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

行政コスト計算書

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

単位：円
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130,767,686 130,767,686　　　　　　当期純利益（又は当期純損失) 130,767,686

-                      　　　　　　利益の処分 -                      

　　　　　減価償却 △ 138,169,050 △ 138,169,050 △ 138,169,050

 　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

当 期 末 残 高 3,891,142,010

120,763,097

　　　　　(1)利益の処分又は損失の処理

当 期 変 動 額

55,447,229 △ 55,447,229

 　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

△ 138,169,050

当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)
うち当期総利益

(又は当期総損失)

130,767,686

積立金

78,599,179         -                      

資本剰余金

当 期 変 動 額 合 計

　　　　　(2)その他

　　　　　固定資産の取得

当 期 首 残 高

純 資 産 合 計
利益剰余金合計

134,046,408△ 3,130,538,998

Ⅱ　資本剰余金

3,695,242,855

120,763,097

120,763,097

△ 29,564,100

政府出資金

3,891,142,010

資本金合計

3,891,142,010 55,447,229

純　資　産　変　動　計　算　書

自　令和５年 ４月１日　　　至　令和６年 ３月３１日

4,560,328,175

120,763,097

（単位：円）

Ⅲ　利益剰余金

減価償却相当
累計額（－）

除売却差額相当
累計額（－）

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計

535,139,757

 　Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅰ　資本金

4,673,689,908

113,361,73375,320,457

264,814,094130,767,686

130,767,686

3,891,142,010 3,816,005,952

△ 17,405,953

517,733,804△ 29,564,100△ 3,268,708,048

55,447,229

134,046,408       

130,767,686

130,767,686
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単位：円

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 571,266,110

その他の業務支出 △ 713,085,538

運営費交付金収入 1,263,359,000

施設運営収入 35,259,489

教育研修事業収入 35,154,300

補助金等収入 8,178,584

小計 57,599,725

利息及び配当金の受取額 5,024

業務活動によるキャッシュ・フロー 57,604,749

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 800

有形固定資産の取得による支出 △ 103,423,740

投資その他の資産の取得による支出 △ 1,637,430

敷金保証金の返還による収入 17,644

施設費による収入 185,650,000

施設費の精算による返還金の支出 △ 20,665,400

投資活動によるキャッシュ・フロー 59,940,274

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 23,338,072

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 23,338,072

Ⅳ 資金に係る換算差額 -

Ⅴ 資金増加額 94,206,951

Ⅵ 資金期首残高 350,493,666

Ⅶ 資金期末残高 444,700,617

キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）
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Ⅰ　当期未処分利益 130,767,686

当期総利益 130,767,686

Ⅱ　利益処分額 130,767,686

積立金 130,767,686

利益の処分に関する書類

（令和６年７月１７日）

単位：円
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重要な会計方針

１　運営費交付金収益の計上基準

２　減価償却の会計処理方法

 （１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

【建物】                   25年～50年

【構築物】                15年～45年

【工具器具備品】        4年～10年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）の減価償却相当額に係
る減価償却に相当する額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控
除して表示しております。

 （２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人内利用のソフトウェアは、法人内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

 （3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３　賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

　

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担す
べき金額を計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により
財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として
計上しております。

４　退職給付に係る引当金及び退職給付費用の処理方法

　

業務達成基準を採用しております。
管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。

　職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。退職給付債務は期末自己都合要支給額とする方法を用
いた簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見
込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返
として計上しております。

改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和3年9
月21日改訂）並びに「「独立行政法人会計基準」並びに「独立行政法人会計基準注
解」に関するQ＆A」（令和4年3月改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。
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５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金から
なっております。

６　リース取引の処理方法

　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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注記事項

（固定資産の減損関係）

減損の兆候が認められた固定資産に関する事項

  (1)減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要

用　途 種　類 場　所 帳　簿　価　額

第一宿泊棟 建物 324,310,674円

第二宿泊棟 119,249,237円

第三宿泊棟 106,262,446円

食堂棟 302,818,293円

浴室棟 40,059,691円

研修生クラブ 9,456,447円

洗濯棟 1,959,215円

電話加入権 電話加入権 761,250円

(26,250円×25回線)

  (2)認められた減損の兆候の概要

①第一宿泊棟他建物について

稼働率が低下しております。

②電話加入権について

市場価格が著しく低下しております。

  (3)減損の認識に至らなかった根拠

①第一宿泊棟他建物について

コロナウイルス感染症の拡大により集合型研修を縮小したため稼働率が一時的に低下

しておりますが、集合型研修の再開による将来の稼働率の回復が見込めるため、減損を

認識しておりません。

②電話加入権について

正味売却価額は帳簿価額から50%以上下落していますが、使用価値相当額（NTTの

公定価格）が帳簿価額を上回るため、減損を認識しておりません。

   （貸借対照表関係）

出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額の合計額

1,665,213,303円

茨城県つくば市
立原３

茨城県つくば市
立原３
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   （キャッシュ・フロー計算書関係）

  (1)資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

     　 現金及び預金 484,711,028円

        うち定期預金 40,010,411円

        （差引）資金残高 444,700,617円

  (2)重要な非資金取引

     　ファイナンス・リースによる資産の取得 80,751,180円

（行政コスト計算書関係）

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 1,448,493,655円

自己収入等 △ 62,939,224円

機会費用 33,131,841円

1,418,686,272円

２．機会費用の計上方法

 　（金融商品関係）

 (1)金融商品の状況に関する事項

資金運用は短期的な預金に限定しております。

 (2)金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

現金及び預金 484,711,028 484,711,028 0

未収入金 765,022 765,022 0

未払金 (137,461,791) (137,461,791) 0

リース債務 (102,326,003) (97,373,277) (4,952,726)

（注）負債に計上されているものは、（ ）で記載

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に
帰せられるコスト

政府出資等の機会費用は、１０年利付国債の令和６年３月末利回りを参考に0.75％で
計算 しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　リース債務については、長期最優遇貸出金利率で割り引いて算定する方法により 

算定しております。 

（資産除去債務）

該当事項なし。

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産に該当するものが存在しないため、記載を省略しております。

（退職給付に係る注記）

１．採用している退職給付制度の概要

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　期首における退職給付引当金 69,895,774円

　　　退職給付費用 10,928,182円 　

　　　退職給付の支払額等 △ 5,125,391円

　　期末における退職給付引当金 75,698,565円

（２）退職給付に関連する損益

　　簡便法で計算した退職給付費用 10,928,182円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、2,495,849円でした。

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公

務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金

制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付

引当金及び退職給付費用を計算しております。
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（重要な債務負担行為）

　当事業年度内に契約締結済（１千万円以上）であるが年度末時点で未履行のものは、

以下のとおりです。なお、翌期以降の支払金額に当期未払計上額は含めておりません。

（単位：円）

契　約　金　額
翌 期 以 降 の
支　払　金　額

1 10,948,960 10,948,960

2 29,471,152 29,471,152

3 16,843,821 16,843,821

4 90,640,000 90,640,000

5 26,959,286 26,959,286

6 168,960,000 168,960,000

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

令和６年度小学校及び高等学校情
報教員資格認定試験第２次試験に
かかる会場借上

令和6年度幼稚園教員資格認定試
験、小学校教員資格認定試験及び
高等学校（情報）教員資格認定試験
運営業務

件　名

研修受講履歴記録システム及び教員
研修プラットフォームの運用保守業務

独立行政法人教職員支援機構建物
清掃作業等一式

令和６年度幼稚園、小学校及び高等
学校情報教員資格認定試験（東京
近郊会場）に係る会場借上

令和７年度幼稚園、小学校及び高等
学校（情報）教員資格認定試験（東
京近郊会場）に係る会場借上
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